社会福祉事業の史的研究(2)社会事業法成立過程と社会事業の特徴 by 鵜沼 憲晴
社会福祉事業の史的研究（２）
―社会事業法成立過程と社会事業の特徴―
鵜 沼 憲 晴















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ウォーク』としての人事相談事業」社會事業 8（7） 1924年 19−26頁，
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事業 23−4 1939年 31頁
57）厚生省社會局『前掲書』59−77頁
58）例えば，「救護所」は社会事業法によって初めて採用された事業名であった．
59）中村によれば，1937（昭和12）年現在の経営主体別事業者数は，国立6，道
府県立99，市立763，町立842，村立893，財団法人457，社団法人155，その他
2,796であり，「その他」に属するものが圧倒的に多いことがうかがえる（中村
「前掲論文」41−43頁）．
60）なお，救護法は，公的救護義務を市町村長にあるとしつつ，被救護者の収
容を民間救護施設に「委託」する制度を導入することで，救護義務主体と救
護実施者を分離した最初の法律である．この点は戦後の社会福祉関係法にお
いても継受されている．
61）江口隆裕『社会保障の基本原理を考える』有斐閣 1996年 7頁
62）江森盛彌「社會事業の新しき使命」社會事業22（9）1938年 9頁
63）牧賢一「戰時下に於ける社會事業觀念の轉換に就て」社會事業研究26（11）
1938年 27頁
64）その他，堀田は，「第七十三回帝國議會に於て成立した社會事業法は，今次
聖戰に處する銃後國民生活安定方策の一翼としての社會事業の擴充整備を期
する爲，斯業に對する助成の方途を確立し，適當なる指導監督を加へ，聯絡
統制の進歩を促し，社會事業の機能が總力を擧げて發揮し得られるやう，社
會事業の總動員體制を意圖として法制化せられたものである」と説明する
（堀田「前掲論文」11頁）．
65）例えば竹中は，「『社會事業』を以つてする事は甚だ物足りなさを感ぜしめ
る．厚生事業とか國民文化事業とか民力培養事業とか…とに角新しい用辭が
考へられる事が一つの必要であると考へる」という（竹中勝男「『社會事業』
といふ名稱」社會事業研究26（12）1938年 55頁）．こうした見解を受け，
1940（昭和15）年には，日本社会事業研究会が「日本社会事業新体制要綱−
国民厚生事業大綱−」を発表し，天皇制全体主義を社会事業の理念として採
用した．
66）天皇制と密着した社会事業については，周知のように，方面委員や社会事
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業関係者から組織された救護法実施期成同盟会が「残されたる最後の１つの
方法」として，1931（昭和６）年２月13日に救護法実施を天皇に上奏した点
を挙げることができよう（寺脇隆夫編『救護法成立・施行関係資料集成』ド
メス出版 2007年 560頁）．また社会事業法の国会審議において届出制を批
判する伊藤議員が，「陛
・
下
・
ノ
・
赤
・
子
・
ニ
・
致
・
シ
・
マ
・
シ
・
テ
・
，苟モ饑エテ食ヲ得ザル者ナ
ク，病ンデ醫藥ヲ給セザル者ノナイノハ申ス迄モナク，…人間トシテノ正常
ナル生活ヲ營ミ，又發達ヲ遂ゲルコトヲ得セシムルヤウ心掛クベキモノデア
リマシテ…」と述べているところからうかがえよう（「官報号外 衆議院議事
速記録第十九號社會事業法案外二件 第一讀會」1938年 432頁）．事実，
1936（昭和11）年では，397団体に98,100円が御下賜金として宮内省から出て
いる（灘尾『前掲書』40頁）．
67）ただ，開戦間近のこの時期に，しかも官僚という立場で，本文引用のよう
な見解を表明した灘尾の信念については否定されてはならないだろう．灘尾
の見解については，蟻塚昌克『証言 日本の社会福祉1920∼2008』ミネル
ヴァ書房 2009年 19−21頁参照．
68）灘尾『前掲書』280−281頁
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